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1．パレスチナの概要と開発課題

（１）概要

（イ）1993年9月のオスロ合意を受けてパレスチナ暫定自治、及び最終的な解決を目指したイスラエル・パレス

チナ間の交渉が開始されたが、国境線の画定、パレスチナ難民の帰還問題、エルサレムの帰属問題、イスラ

エル人入植地の処置などの核心的問題を巡る交渉は難航した。2000年7月のキャンプ・デイビッド首脳会談は

成果なく終わり、同年9月末にイスラエル・パレスチナ間の衝突（第2次インティファーダ）が発生し、中東

和平プロセスそのものが崩壊の危機に陥った。2003年4月、ブッシュ大統領の提唱によるイスラエル・パレス

チナ二国家共存構想を具体化するための「ロードマップ（行程表）」がカルテット（米国、EU、ロシア、国

連）によって提示され、イスラエル・パレスチナ双方とも原則で受け入れたものの、その履行は遅々として

進まず、和平プロセスの膠着状態が続いてきた。

2006年1月に実施されたパレスチナ立法評議会選挙においてハマスが勝利し、3月にハマス主導のパレスチ

ナ自治政府（PA：Palestinian Interim Self-Government Authority）内閣が成立すると、イスラエルは関税等の還

付金のPAへの送金を凍結すると共に、国際社会による対パレスチナ支援もPAを迂回して実施されたため、PA

は深刻な財政危機に陥った。結果として、PA公務員への給与支払いが不能となり、民間部門への借金もかさ

む等、パレスチナ自治区の経済状況は悪化の一途をたどった。世界銀行の推定によれば、2006年の失業率は

23.6％、貧困率（一日2ドル以下で生活する人口の割合）は66％とされている。また、アッバースPA大統領の

支持基盤であるファタハとハマスの対立・衝突も深刻化した。パレスチナ内部の対立を収拾し、事態の打開

を図るため、2007年3月には挙国一致内閣が発足したが、同年6月、ハマスによるガザ地区の制圧を受けて、

アッバース大統領により同内閣は解散され、緊急事態内閣が成立するに至った。これを受けて、国際社会は

アッバース大統領及びPA内閣を支援していく立場を明らかにし、米国及びEUは直ちに直接支援の再開を発表

し、イスラエルもPAに対する税還付金の凍結を解除した。12月にパリで開催されたプレッジング会合では、

国際社会から77億ドルの支援がプレッジされたが、PAの財政的苦境は依然変わらず、国際社会に対して財政

支援を求めている。

（ロ）パレスチナ自治区の経済は、イスラエルに大きく依存している。例えば、パレスチナ製品の輸出等の物

流の管理はイスラエルに委ねられており、パレスチナ自治区の生活必需物資の多くもイスラエル製品によっ

て占められている。また、従来からパレスチナ人の雇用もイスラエル国内の労働市場に依存し、多くのパレ

スチナ人労働者がイスラエル国内で雇用されているとの構造になっていた。しかし、2000年9月のインティフ

ァーダ以降、イスラエル国内でのパレスチナ人の雇用機会が大幅に減少した上、物流も大きな打撃を受け、

パレスチナ経済は疲弊している。さらに、ガザ・西岸間の安定的な通行の欠如、ガザ地区における物流の出

入り口であるカルニ通行所の頻繁な閉鎖、分離壁・検問・道路封鎖などによる西岸域内でのパレスチナ人の

移動の制限は、パレスチナ自治区の経済活動に対する大きな制約となっている。

（２）開発課題

2007年12月にパリで開催されたプレッジング会合において、PAは、2008年から2010年にかけて実施すべきPA

の改革、およびパレスチナ自治区の経済開発に関する中期的計画であるパレスチナ改革・開発計画（PRDP：

Palestinian Reform and Development Plan）を発表した。3年間の支援要請総額は、プロジェクト部分で約16億ド

ル、財政支援部分で約39億ドル、合計約56億ドルであり、プロジェクト部分の具体的取組事項として、（イ）統

治、（ロ）社会開発、（ハ）経済開発、（ニ）公共インフラ開発の4分野を挙げている。また、現地ドナー調整会

合（LDF：Local Development Forum）やそれに付随するグループを通じて、ドナー諸国と緊密な協力を行い、

段階的に個別省庁を対象とする二国間のプロジェクト・ベースの支援は減らしていくべく取り組むこととされ

ている。
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表－1 主要経済指標等

指 標 2006年 1990年

人 口 （百万人） 3.8 2.0

出生時の平均余命 （年） 73 －

総 額 （百万ドル） 4,190.24 －
G N I

一人あたり （ドル） － －

経済成長率 （％） 1.4 －

経常収支 （百万ドル） － －

失 業 率 （％） － －

対外債務残高 （百万ドル） － －

輸 出 （百万ドル） － －

輸 入 （百万ドル） － －貿 易 額注1）

貿 易 収 支 （百万ドル） － －

政府予算規模（歳入） （新ディナール又は米ドル） － －

財政収支 （新ディナール又は米ドル） － －

債務返済比率（ＤＳＲ） （対GNI比,％） － －

財政収支 （対GDP比,％） － －

債務 （対GNI比,％） － －

債務残高 （対輸出比,％） － －

教育への公的支出割合 （対GDP比,％） － －

保健医療への公的支出割合 （対GDP比,％） － －

軍事支出割合 （対GDP比,％） － －

援助受取総額 （支出純額百万ドル） 1,448.78 －

面 積 （1000km2）注2） 6

D A C 低中所得国
分 類

世界銀行等 －/低中所得国

貧困削減戦略文書（PRSP）策定状況 －

その他の重要な開発計画等 中期開発計画

注）1．貿易額は、輸出入いずれもFOB価格。

2．面積については“Surface Area”の値（湖沼等を含む）を示している。

表－2 我が国との関係

指 標 2007年 1990年

対日輸出 （百万円） 3.03 －

対日輸入 （百万円） 78.21 0.22貿易額

対日収支 （百万円） -75.18 -0.22

我が国による直接投資 （百万ドル） － －

進出日本企業数 － －

パレスチナに在留する日本人数 （人） － －

日本に在留するパレスチナ人数 （人） 40 －
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表－3 主要開発指数

開 発 指 標 最新年 1990年

所得が1日1ドル未満の人口割合 （％） －

下位20％の人口の所得又は消費割合 （％） －極度の貧困の削減と飢饉の撲滅

5歳未満児栄養失調割合 （％） 5（1996-2005年）

成人（15歳以上）識字率 （％） 92.4（1995-2005年） －
初等教育の完全普及の達成

初等教育就学率 （％） 80（2004年） －

女子生徒の男子生徒に対する比率（初等教育） 0.99（2005年）ジェンダーの平等の推進と女性
の地位の向上 女性識字率の男性に対する比率（15～24歳） （％） 98.8（2005年）

乳児死亡率 （出生1000件あたり） 21（2005年） －
乳幼児死亡率の削減

5歳未満児死亡率 （出生1000件あたり） 23（2005年） －

妊産婦の健康の改善 妊産婦死亡率 （出生10万件あたり） －

成人（15～49歳）のエイズ感染率 （％） －

結核患者数 （10万人あたり） 36（2005年）
ＨＩＶ/エイズ、マラリア、その他の疾
病の蔓延防止

マラリア患者数 （10万人あたり） －

改善された水源を継続して利用できる人口 （％） 92（2004年） －
環境の持続可能性の確保

改善された衛生設備を継続して利用できる人口（％） 73（2004年） －

開発のためのグローバルパート
ナーシップの推進

債務元利支払金総額割合
（財・サービスの輸出と海外純所得に占める％）

－ －

人間開発指数（ＨＤＩ） 0.731（2005年） －

2．パレスチナに対するＯＤＡの考え方

（１）パレスチナに対するODAの意義

パレスチナ問題は半世紀以上も続くアラブ・イスラエル紛争の核心である。中東和平問題は我が国を含む国

際社会全体の安定と繁栄に影響を与えてきたこと、二国家の平和共存を目指す中東和平プロセスにおいて、パ

レスチナ自治区の社会経済開発と国づくりに向けた準備が欠かせないこと等から、我が国は中東地域に対する

ODA において、ODA 大綱の重点課題である「平和の構築」の観点も踏まえ、対パレスチナ支援を中心とする

中東和平プロセス支援のための協力を重視してきている。

（２）パレスチナに対するODAの基本方針

我が国は、援助関係者の安全問題という制約はあるが、中東和平への確固たるコミットメントを確認し、和

平プロセスの進展を促進するとともに、パレスチナ人の民生を安定させ、将来のパレスチナ国家実現を支援す

るという観点から、対パレスチナ支援を積極的に実施することとしており、1993年以降の支援額では、アメリ

カ合衆国、EUに次ぐ主要ドナーとなっている。

我が国は、2005年 5月に訪日したアッバース大統領に対し、和平プロセス前進とテロ取締りに向けた努力の

継続を求めつつ、中東和平プロセスの進展に向けて同大統領の和平努力を最大限支援する方針を表明し、その

一環として、当面総額 1億ドル程度の支援を行う考えを表明した。イスラエル撤退完了後のガザ地区等の民生

安定化支援（総額 5000 万ドルの緊急無償資金協力）を始め、2006 年 7 月の小泉総理（当時）のイスラエル、

パレスチナ及びヨルダン訪問までに、この考えを実施に移した。

また、上記小泉総理（当時）訪問の際、共存共栄に向けた中長期的な取組として、日本、イスラエル、パレ

スチナ及びヨルダンの 4者による域内協力を通じてヨルダン渓谷の経済開発を進める「平和と繁栄の回廊」構

想を提案し、それぞれの首脳の賛同を得た。2007年 3 月には、東京にて閣僚レベルの 4者協議が開催され、構

想の実現に向けた協力が開始された。それを受けて同 6月には、ヨルダン側の死海にて 4 者協議事務レベル会

合を開催、8 月には麻生外相（当時）の中東訪問の機会にパレスチナ自治区のジェリコで 4 者協議閣僚級会合

が開催され、現在、同構想の実現に向けた開発調査が実施されている。

2007 年 12 月にパリで開催されたプレッジング会合においては、我が国は、当面 1.5 億ドルの支援を実施し

ていく旨発表すると共に、上記プレッジの一環として、公立の医療機関等に対する約 1000万ドルの緊急支援の

実施を決定した旨発表した。2008年 7月時点で約 2700万ドルを実施済みである。
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（３）重点分野

2003年 4月の川口外務大臣（当時）の訪問に続き、2005年 1月の町村外務大臣（当時）の訪問に際して、我

が国のパレスチナ支援の基本方針を表明した。2005 年 11 月にパレスチナ側と経済協力政策協議を行い、以下

を重点とした支援に取り組むことを確認した。

（イ）人道支援

雇用促進を含め、民生の向上を支援することで、「平和の配当」を具体的に当事者に示し、和平への動きを

より確実なものとする。主に、国際機関を通じて支援を実施する。

（ロ）国づくり・改革支援

「ロードマップ」にも規定されているパレスチナ改革を推進するための支援や PA の行政能力向上を支援

することにより、パレスチナの国づくりに貢献する。国際機関や JICAによる技術協力を通じて支援する。

（ハ）信頼醸成支援

イスラエル・パレスチナ双方の市民間の対話や相互理解の機会を提供し、両者間の信頼醸成に貢献する。

主に、草の根・人間の安全保障無償資金協力を活用する。

（ニ）経済自立化支援

農業・運輸等の分野を中心に、資金協力や技術協力を通じて、パレスチナ経済の復興・自立化を支援する。

3．パレスチナに対する2007年度ＯＤＡ実績

（１）総論

2007年度のパレスチナに対する無償資金協力は 43.44億円（交換公文ベース）、技術協力は 11.10億円（JICA

経費ベース）であった。2007年度までの援助実績は、無償資金協力 659.50億円（交換公文ベース）、技術協力

48.81億円（JICA経費実績ベース）であった。

（２）無償資金協力

2007年度には国際機関経由の人道支援、草の根・人間の安全保障無償資金協力等のほか、2003年以来となる

13億円のノン・プロジェクト無償資金協力の実施等、総額約 43.44億円の無償資金協力を実施した。

（３）技術協力

従来からの研修事業、母子保健、廃棄物処理、地方自治、農業分野の技術協力プロジェクト及び「平和と繁

栄の回廊」構想の核となる開発調査「ヨルダン渓谷農産加工・物流拠点整備」やそれを側面支援する開発調査

「ヨルダン渓谷水環境整備」を実施した。

4．パレスチナにおける援助協調の現状と我が国の関与

オスロ合意以降、ドナーによる対パレスチナ支援が本格化したのを受けて、ドナー間の調整が課題となり、ド

ナー支援調整委員会（AHLC: Ad Hoc Liaison Committee）、現地援助調整委員会（LACC: Local Aid Coordination

Committee）、部門別準備委員会・作業グループ（SWGs: Sectoral Sub-Committees/ Working Groups）等の援助協調・

調整メカニズムが設立された。我が国は AHLCの一員であり、1999年、AHLCを東京で開催するなど、援助調整・

協調にも積極的に関与している。

他方、2004年 12月の AHLC会合や 2005年 3 月の「パレスチナ自治政府の支援に関するロンドン会合」におい

て、パレスチナにおける援助調整メカニズムの効率性を最大化させる重要性が強調された結果、上記の各種メカ

ニズムが見直され、2005年末に新たな援助調整メカニズムとして、現地ドナー調整会合（LDF: Local Development

Forum）が導入された。LDFは 4つの部門別戦略グループから構成されている。

2007年 12月、パリで開催され、約 80の国及び国際機関が参加したパレスチナ支援プレッジング会合において

は、我が国は、PRDP への支援、我が国が推進する「平和と繁栄の回廊」構想の具体化支援、人道支援を中心に、

当面 1.5 億ドルの支援を実施していくことを表明した。2008 年 5 月には、ロンドンにて第 28 回目の AHLC 会合

が開催された。

5．留意点

（１）援助関係者の安全に最大限配慮することが不可欠である。

（２）我が国の援助が効果的・効率的に実施されるため、必要に応じてイスラエル側への働きかけを行うこと、
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イスラエルから援助実施における協力を取り付けられることが重要である。

表－4 我が国の年度別・援助形態別実績（円借款・無償資金協力年度E/Nベース、技術協力年度経費ベース）
（単位：億円）

年 度 円 借 款 無償資金協力 技 術 協 力

2003年 − 32.66 1.83 (1.68) 

2004年 − 88.63 2.92 (2.48) 

2005年 − 64.40 6.71 (6.54)

2006年 − 44.90 6.06 (5.89) 

2007年 − 43.44 11.10 

累 計 − 659.50 48.81 

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。

2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。草の根・人間の安全保障無償資金協力と日本NGO連携無償資金協力、草の根文化無償資金協力に関しては贈与契約に基づく。

3．2003～2006年度の技術協力においては、日本全体の技術協力事業の実績であり、2003～2006年度の（ ）内はJICAが実施している技術協

力事業の実績。なお、2007年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示し、累計についてはJICAが実施している

技術協力事業の実績の累計となっている。

表－5 我が国の対パレスチナ経済協力実績
（支出純額ベース、単位：百万ドル）

暦 年 政府 貸付等 無償資金協力 技 術 協 力 合 計

2003年 − 3.13 1.34 4.46 

2004年 − 6.73 2.27 9.00 

2005年 − 1.14 4.66 5.80 

2006年 − 72.71（71.47） 5.52 78.23 

2007年 − 40.13（27.02） 8.55 48.68 

累 計 − 350.47（98.49） 51.78 402.24 

出典）OECD/DAC

注）1．従来、国際機関を通じた贈与は「国際機関向け拠出・出資等」として本データブックの集計対象外としてきたが、2006年より拠出時に

供与先の国が明確であるものについては各被援助国への援助として「無償資金協力」へ計上することに改めた。( )内はその実績(内数)。

2．政府貸付等及び無償資金協力はこれまでに交換公文で決定した約束額のうち当該暦年中に実際に供与された金額(政府貸付等については、

パレスチナ側の返済金額を差し引いた金額)。

3．技術協力は、JICAによるもののほか、関係省庁及び地方自治体による技術協力を含む。

4．四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。

表－6 諸外国の対パレスチナ経済協力実績
（支出純額ベース、単位：百万ドル）

暦年 1位 2位 3位 4位 5位 うち日本 合 計

2002年 米国 138.10 ノルウェー 50.94 ドイツ 37.88 スウェーデン 28.02 英国 23.77 12.75 410.18

2003年 米国 194.10 ノルウェー 53.54 イタリア 38.39 ドイツ 35.31 スウェーデン 35.18 4.46 490.81

2004年 米国 273.86 ノルウェー 53.83 スウェーデン 39.41 ドイツ 31.17 英国 29.45 9.00 605.33

2005年 米国 180.56 ノルウェー 74.00 ドイツ 39.84 スペイン 39.35 スウェーデン 36.87 5.80 569.74

2006年 米国 205.53 ノルウェー 87.76 日本 78.23 ドイツ 67.68 スウェーデン 50.97 78.23 754.42

出典）OECD/DAC

表－7 国際機関の対パレスチナ経済協力実績
（支出純額ベース、単位：百万ドル）

暦年 1位 2位 3位 4位 5位 そ の 他 合 計

2002年 UNRWA 237.57 CEC 170.94 WFP 5.40 UNDP 3.52 IFAD 2.95 8.90 429.28

2003年 UNRWA 263.48 CEC 181.06 UNICEF 2.80 UNDP 2.30 WFP 1.71 4.07 455.42

2004年 UNRWA 273.45 CEC 186.69 UNDP 3.99 WFP 2.40 UNFPA 1.85 13.02 481.40

2005年 UNRWA 306.72 CEC 206.71 UNICEF 1.94 IFAD 1.50 UNTA 0.67 7.75 525.29

2006年 UNRWA 401.99 CEC 257.92 UNICEF 5.03 WFP 0.88 UNTA 0.06 5.70 671.58

出典）OECD/DAC

注）順位は主要な国際機関についてのものを示している。
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表－8 我が国の年度別・形態別実績詳細（円借款・無償資金協力年度E/Nベース、技術協力年度経費ベース）
（単位：億円）

年度 円 借 款 無 償 資 金 協 力 技 術 協 力

2002年
度まで
の累計

な し 385.48億円

内訳は、2007年版の国別データブック、も

しくはホームページ参照

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda

/shiryo/jisseki.html)

研修員受入

専門家派遣

調査団派遣

機材供与

21.13億円

689人

2人

154人

0.03百万円

2003年

な し 32.66億円

予防接種拡大計画（UNICEF経由） (2.34)

ノン・プロジェクト無償 (5.00)

緊急無償（パレスチナ人への人道支援）

(18.04)

食糧援助（UNRWA経由） (5.00)

草の根・人間の安全保障無償（25件）(2.28)

研修員受入

機材供与

留学生受入

1.83億円

71人

0.42百万円

8人

(1.68億円)

(71人)

(0.42百万円)

2004年

な し 88.63億円

予防接種拡大計画（UNICEF経由） (2.90)

平和構築：財政管理改革支援（世銀経由）

(11.00)

緊急無償（パレスチナ自治政府長官選挙に

対する支援） (0.76)

緊急無償（パレスチナ自治政府長官選挙に

対する支援（UNDP経由）） (0.41)

食糧援助（UNRWA経由） (5.00)

食糧援助（WFP経由） (1.50)

草の根・人間の安全保障無償（11件）(1.06)

（補正予算）平和構築：財政管理改革支援

（世銀経由） (33.00)

緊急無償（中東和平支援（UNDP経由））

(16.50)

緊急無償（中東和平支援（UNRWA経由））

(16.50)

研修員受入

専門家派遣

調査団派遣

機材供与

留学生受入

2.92億円

139人

1人

5人

12.00百万円

9人

(2.48億円)

(136人)

(1人)

(5人)

(12.00百万円)

2005年

な し 64.40億円

パレスチナ人児童の感染症対策及び栄養

状態改善計画 (3.44)

緊急無償（イスラエルのガザ地区等撤退に

伴う民生安定化のための緊急支援（UNDP

経由）） (47.29)

緊急無償（イスラエルのガザ地区等撤退に

伴 う 民 生 安 定 化 の た め の 緊 急 支 援

（UNRWA経由）） (5.89)

緊急無償（パレスチナ自治政府立法評議会

議員選挙に対する支援（CEC経由））

(0.54)

緊急無償（パレスチナ自治政府立法評議会

議員選挙に対する支援（UNDP経由））

(0.24)

食糧援助（UNRWA経由） (5.00)

食糧援助（WFP経由） (1.60)

草の根・人間の安全保障無償（5件）(0.41)

研修員受入

専門家派遣

調査団派遣

機材供与

留学生受入

6.71億円

205人

16人

59人

49.22百万円

10人

(6.54億円)

(200人)

(15人)

(59人)

(49.22百万円)
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年度 円 借 款 無 償 資 金 協 力 技 術 協 力

2006年

な し 44.90億円

パレスチナ人児童の感染症対策及び栄養

状態改善並びに新生児の院内感染予防計

画（UNICEF経由） (3.74)

緊急無償（ガザ地区緊急水供給及び水道整

備事業（UNDP経由）） (6.02)

緊急無償（西岸地区衛生状況改善のための

ゴミ処理機材整備計画（UNDP経由））

(6.13)

緊急無償（ガザ地区衛生状況改善を通じた

緊急雇用創出（UNDP経由）） (5.39)

緊急無償（ガザ・西岸地区緊急医療計画

（UNRWA経由）） (3.90)

緊急無償（西岸地区公衆衛生状況改善・雇

用創出事業（UNRWA経由）） (2.16)

緊急無償（ガザ地区での破壊された農地の

修復を通じた雇用創出（UNDP経由））

(4.00)

緊急無償（緊急医療計画（UNRWA経由））

(2.00)

緊急無償（母子保健医療を中心とする緊急

医療計画（UNFPA経由）） (2.00)

食糧援助（WFP経由） (1.60)

食糧援助（UNRWA経由） (5.00)

貧困農民支援（FAO経由） (1.00)

草の根・人間の安全保障無償（21件）

(1.96)

研修員受入

専門家派遣

調査団派遣

機材供与

留学生受入

6.06億円

705人

30人

31人

70.96百万円

12人

(5.89億円)

(696人)

(30人)

(31人)

(70.96百万円)

2007年

な し 43.44億円

パレスチナ人児童の感染症対策改善計画

（UNICEF経由） (1.33)

ノン・プロジェクト無償 (13.00)

平和構築（レバノン北部におけるパレスチ

ナキャンプ再建計画（UNRWA経由））

(5.88)

貧困農民支援（FAO経由） (1.90)

緊急無償（レバノンにおけるパレスチナ難

民の人道状況改善のための支援（UNRWA

経由）） (0.81)

緊急無償（パレスチナ人の医療状況等を改

善するための支援（UNDP経由）） (11.60)

草の根・人間の安全保障無償（16件） (1.54)

日本NGO連携無償（1件） (0.08)

食糧援助（WFP経由） (2.30)

食糧援助（UNRWA経由） (5.00)

研修員受入

専門家派遣

調査団派遣

機材供与

11.10億円

633人

36人

27人

63.18百万円

2007年
度まで
の累計

な し 659.50億円

研修員受入

専門家派遣

調査団派遣

機材供与

48.81億円

2,425人

84人

276人

195.81百万円

注）1．年度の区分は、円借款及び無償資金協力は原則として交換公文ベース、技術協力は予算年度による。

2．「金額」は、円借款及び無償資金協力は交換公文ベース、技術協力はJICA経費実績及び各府省庁・各都道府県等の技術協力経費実績ベー

スによる。草の根・人間の安全保障無償資金協力と日本NGO連携無償資金協力、草の根文化無償資金協力に関しては贈与契約に基づく。

3．「日本NGO連携無償」は、2007年度に「日本NGO支援無償」を改称したもの。

4．2003～2006年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2003～2006年度の（ ）内はJICAが実施している技術協力事

業の実績。なお、2007年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示し、累計についてはJICAが実施している技術

協力事業の実績の累計となっている。

5．調査団派遣にはプロジェクトファインディング調査、評価調査、基礎調査研究、委託調査等の各種調査・研究を含む。

6．四捨五入の関係上、累計が一致しないことがある。
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表－9 実施済及び実施中の技術協力プロジェクト案件（終了年度が2003年度以降のもの）

案 件 名 協 力 期 間

母子保健に焦点を当てたリプロダクティブヘルス向上プロジェクト

地方自治行政制度改善プロジェクト

ジェリコ及びヨルダン渓谷における廃棄物管理・処理能力向上プロジェクト

持続的農業技術確立のための普及システム強化プロジェクト

05.08～08.07

05.09～08.08

05.09～08.08

07.03～10.02

表－10 実施済及び実施中の開発調査案件（終了年度が2003年度以降のもの）

案 件 名 協 力 期 間

ジェリコ地域開発計画調査

ヨルダン渓谷農産加工・物流拠点整備調査F/S

ヨルダン渓谷水環境整備調査

05.10

07.03

07.03

～06.09

～08.11

～09.01

表－11 2007年度草の根・人間の安全保障無償資金協力案件

案 件 名

メイサルーン女子小学校新校舎建築計画

ムサラス・アル・シュハダー中学校教室増築計画

フルーシュ・ベイト・ダジャン村上水道拡張計画

シーラート・ハルセヤ市電線網修復及び拡張計画

アナッサリア村電線網改善及び拡張計画

デール・ジャリール村女子学校教室新築計画

マカーシド・イスラム慈善病院機材整備及び施設改善計画

デール・エスティア町電線網修復計画

アクナフ・ベイト・アルマクデス慈善協会診療所拡張整備計画

パレスチナ・ハッピー・チャイルド・センター検査機材改善計画

ベイト・スリーク村雨水貯水槽設置計画

アル・ダハリヤ市クハウラ女子小学校教室増築計画

アル・シャワウレ村男子中学校教室増築計画

アッラバ市障害者センター内装整備計画

聖ディミアナス・コプト正教会学校改善計画

ベイト・サフール市母子診療所移転計画

図－1 当該国のプロジェクト所在図は388頁に記載。




